
＜留意事項＞

受講要件 添付書類 備考
ア
勤
務
要
件

・
推
薦
要
件

都内に勤務しており、地域の中核となって活躍しう
る高い能力及び意欲がある主任介護支援専門員

届出様式　主更-２（居宅介護支援事業所で勤
務している場合のみ）

(ｱ)東京都介護支援専門員研修の講師又はファシリ
テーターを行った実績がある者

研修実施機関（東京都福祉保健財団、総合健
康推進財団及び東京都介護支援専門員研究協
議会）が証明する書類

証明書発行依頼は
別紙5を参照

(ｲ)東京都介護支援専門員実務研修の実習において、
研修受講者を受入れ、実習指導者として受講者の指
導をした実績がある者

研修実施機関（東京都福祉保健財団）が証明
する書類及び研修実施機関に提出した証明書
発行申請書の写し

証明書発行依頼は
別紙6を参照

(ｳ)都内の地域包括支援センターにおいて、包括的・
継続的ケアマネジメント支援業務に従事している者
又は従事した実績がある者

以下の事項が記載された区市町村又は地域包
括支援センターの代表者が発行する実務経験
証明書（任意様式。ただし、公印のある証明
書又は公文書であること。）
【記載事項】
該当者氏名、生年月日又は介護支援専門員登
録番号、包括的・継続的ケアマネジメント支
援業務従事期間、証明者名

参考様式１

(ｴ)都内の居宅介護支援事業所において、管理者の職
に従事している者又は従事した経験がある者

①か②のいずれか
①都又は区市町村に届け出ている「新規指定
申請書又は変更届出書」及び当該書類に添付
されている「従事者の勤務体制及び勤務形態
一覧表」の写し（ただし、都（東京都福祉保
健財団を含む）又は区市町村の収受印の押印
があるものに限る。）
②以下の事項が記載された所属法人の代表者
が発行する証明書（任意様式。ただし、実印
のある証明書であること。）
【記載事項】
該当者氏名、生年月日又は介護支援専門員登
録番号、居宅介護支援事業所の管理者として
配置した期間、証明者名（法人名及び法人代
表者名）

②参考様式２

(ｵ)都内の区市町村又は地域包括支援センターが開催
する地域ケア会議に参画した実績がある者（事例提
供者として参加した場合は除く。）

以下の事項が記載された地域ケア会議の主催
者（区市町村又は地域包括支援センターの代
表者）が証明する書類(任意様式。ただし、公
印のある証明書又は公文書であること。）
【記載事項】
該当者氏名、生年月日又は介護支援専門員登
録番号、地域ケア会議名、出席日、委員・オ
ブザーバーの別・地域ケア会議主催者名

参考様式３

(ｶ)都内の区市町村又は地域包括支援センターが実施
するケアプラン点検の協力者として、ケアプラン点
検を行った実績がある者（事例提供者は除く。）

以下の事項が記載されたケアプラン点検の所
管部署の代表者が証明する書類(任意様式。た
だし、公印のある証明書又は公文書であるこ
と。)
【記載事項】
該当者氏名、生年月日又は介護支援専門員登
録番号、ケアプラン点検実施日、ケアプラン
点検主催者名

参考様式４

東京都主任更新研修　受講要件確認添付書類一覧

・証明書等の作成を依頼する際は、必ず証明書発行の趣旨等を主任介護支援専門員自身が説明し、依頼してください。

・表内の「地域包括支援センターの代表者」は、地域包括支援センター長又は地域包括支援センター受託法人の代表者
を指します。

（ｱ）から（ｸ）までのいずれか
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別紙３
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(ｷ)都内の区市町村又は地域包括支援センター主催の
介護支援専門員向け研修の講師又はファシリテー
ターを行った実績がある者

以下の事項が記載された研修主催者（区市町
村又は地域包括支援センターの代表者）が証
明する書類(任意様式。ただし、公印のある証
明書又は公文書であること。）
【記載事項】
該当者氏名、生年月日又は介護支援専門員登
録番号、研修会名、講師等実施日、講師等を
担当した研修の主な内容、講師・ファシリ
テーターの別、研修実施機関名
※「講師等実施日」は記載がない場合は、確
認できる書類を添付してください。
※「講師等を担当した研修の主な内容」は証
明書に記載がない場合は当日のプログラム等
研修の主な内容が確認できる書類を添付して
ください。

参考様式５

(ｸ)その他、主任介護支援専門員としての役割を実践
している者であって、区市町村が認める要件に該当
する者

区市町村が証明書を作成

　必要書類（２）
　　別記様式２

別記様式２

(ｲ)日本ケアマネジメント学会が開催する研究大会、
日本介護支援専門員協会が開催する全国大会、東京
都介護支援専門員研究協議会が開催する研究大会又
は東京都社会福祉協議会が開催するアクティブ福祉
において、ケアマネジメントに関する研究の演習発
表等の経験がある者

主催者名、開催日時、演題、発表者等が確認
できる書類（プログラム等）及び抄録の写し

(ｳ)日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマ
ネジャー

認定証の写し

　必要書類（１）
　　①か②のいずれか

　①以下の事項が明記された研修実施機関
　　が証明する書類(任意様式。修了証書の
　　場合は写し可。)
　【記載事項】
　　該当者氏名、生年月日又は介護支援専門
　　員番号、研修会名、研修開催日時、研修
　　の主な内容、研修実施機関名
　※「研修の主な内容」は証明書に記載がな
　　い場合は当日のプログラム等研修の主な
　　内容が確認できる書類を添付してくださ
　　い。
　※「研修の主な内容」欄に記載された内容
　　だけでは該当研修か確認できない場合
　　は、追加で研修内容等がわかる資料を提
　　出していただく場合があります。

　②①が提出できない場合は、別記様式１及
　　び研修実施機関が発行した以下の事項が
　　記載された書類(開催通知やプログラム
　　等）の写し
　【記載事項】
　　主催者、研修会名、開催日時、研修次第
　　（プログラム）

①参考様式６

②別記様式１
 （感想文）

(ｱ)国、東京都、都内の区市町村、都内の地域包括支
援センター、東京都国民健康保険団体連合会、東京
都社会福祉協議会、区市町村社会福祉協議会及び介
護支援専門員等の職能団体が開催するケアマネジメ
ントの質の向上を目的とした研修又は主任介護支援
専門員として資質向上を図る研修等（法定研修は除
く）に、直近の主任研修等修了日の属する年度の翌
年度から令和５年度までの期間に毎年度４回以上参
加した者

※新型コロナウイルス感染症に伴う必要研修回数の
特例措置を適用する場合は(ｴ)参照
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以下の(ｱ)から(ｵ)までのいずれか

令和５年度の１か年分の①か②を提出（研

修回数は４回分）
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(ｴ)主任介護支援専門員の業務に十分な知識と経験を
有する者であり、東京都が適当と認める者（以下
①、②または③）
①直近の主任研修等修了日の翌年度から令和５年度
までの期間に主任更新研修の講師又はファシリテー
ターの経験が年１回以上ある者

研修実施機関（東京都介護支援専門員研究協
議会）が証明する書類

イ(ｱ)の要件にも該当する
ため、添付書類は１枚で
よい

②都内で現任の介護支援専門員として勤務している
者

以下の事項が記載された、令和６年５月１日
現在の所属法人の代表者が発行する証明書
（任意様式。ただし、実印のある証明書であ
ること。）
【記載事項】
該当者氏名、介護支援専門員登録番号、居宅
介護支援事業所名、常勤専従として実務に従
事した期間、証明者名（法人名及び法人代表
者名）

参考様式７

　必要書類（２）
　　別記様式２

別記様式２

(ｵ)その他、主任介護支援専門員として資質向上を
図っている者であって、区市町村が認める要件に該
当する者

区市町村が証明書を作成

そ
の
他

前回主任（更新）研修修了後に他道府県から登録移
転した者で、登録移転前の期間において、都の受講
要件を満たさないが、登録移転前道府県における主
任更新研修の受講要件を満たす者

以下①及び②
①登録移転前道府県の主任更新研修受講要件
が記載された書類（研修実施要綱、募集案内
等）
②上記の登録移転前道府県の受講要件を満た
すことを証する書類

　必要書類（１）
　　①か②のいずれか

　①以下の事項が明記された研修実施機関
　　が証明する書類(任意様式。修了証書の
　　場合は写し可。)
　【記載事項】
　　該当者氏名、生年月日又は介護支援専門
　　員番号、研修会名、研修開催日時、研修
　　の主な内容、研修実施機関名
　※「研修名」が証明書に記載がない場合は
　　当日のプログラム等研修の主な内容が
　　確認できる書類を添付してください。
　※「研修の主な内容」欄に記載された内容
　　だけでは該当研修か確認できない場合
　　は、追加で研修内容等がわかる資料を提
　　出していただく場合があります。

　②①が提出できない場合は、別記様式１及
　　び研修実施機関が発行した以下の事項が
　　記載された書類(開催通知やプログラム
　　等）の写し
　【記載事項】
　　主催者、研修会名、開催日時、研修次第
　　（プログラム）

①参考様式６

②別記様式１
 （感想文）

③新型コロナウイルス感染症の影響による研修中止
等のため、令和元年度及び令和２年度において３(ｱ)
の研修等参加回数を満たさない者で、直近の主任研
修等修了日の属する年度の翌年度から令和５年度ま
での各年度について、以下の３要件を満たす者
i）直近の主任研修等修了日の属する年度の翌年度か
ら平成30年度までの期間及び令和３年度から令和５
年度までの期間について、(ｱ)に定める研修等に毎年
度４回以上参加している。
ii）令和元年度において、(ｱ)に定める研修等に２回
以上参加している。
iii）令和２年度において、(ｱ)に定める研修等に１
回以上参加している。
（※但し、令和元年度及び令和２年度において回数
を満たさない場合は、令和３年度以降において、(ｱ)
に定める研修等の年度別参加回数から４回を引いた
回数を令和元年度及び令和２年度の不足回数に充当
することを可能とする。）
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令和５年度の１か年分の①か②を提出

（研修回数は４回分）
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